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インターネッ トの教育利用の調査手法について
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我々は,こ の7年 間継続的に日本の インターネ ットの教育利用の現状を調査 して きた。

これは,イ ンターネットにホームページを公開 しているすべ ての学校のホームページ管理

者(ま たは連絡受付担当者)を 対象 としたものであるが,ホ ームページを公開 していると

いう条件がついているため,イ ンターネ ットに接続 された一般の学校の特徴 との関係は十

分に確認されていなかった。 ところで,文 部科学省が毎年実施 している 「学校における情

報教育の実態等 に関する調査」 は,平 成13年3月 分か ら調査項 目が大幅に増加 して詳細化

され,我 々の調査の妥当性 を検証するための比較がで きるようになった。その結果か ら,

インターネット(メ ール とウェブ)を 用いた調査の可能性 について検討するとともに,日

本におけるインターネットの教育利用の現時点における課題を整理する。
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1は じめに

インターネッ トは,1990年 代の中期を境 にその利用が急速に拡大 ・普及 し,学 校教育に

おいても100校 プロジェク ト(ネ ットワーク利用環境提供事業)[1]な どの実験的なプロ

ジェクトをへて,文 部科学省による全国的なネッ トワーク利用環境の整備が実現されつつ

ある。平成14年 の3月 には国内の学校のほぼ100%近 くがインターネットに接続 され ようと

している。 こうした急激な情報環境の変化が続 く中で,イ ンターネットの教育利用の現状

をリアルタイムに調査 し,そ の問題点を頻繁に行政や学校現場 にフィー ドバ ックすること

の重要性が認識 されつつある。

我々は,日 本国内のインターネッ トの教育利用の現状 を把握 し,問 題点を抽出するため

に,平 成8年 から継続的な調査 をすすめてきた。今回報告するのはその第6回 目である[2]。

大阪教育大学では 「インターネッ トと教育」 という教育情報 リンク集を作成 し[3],そ の

中で公 開されている国内の学校のホームページのURLを 集積 して きた。我々の調査の対象

はこれ らの学校ページのウェブページ管理者(ま たは連絡受付担当者)で あ り,各 学校に

おける情報化の状況 を把握 していることを想定 している。

調査の方法は,上 記の対象者 に調査依頼の電子メールを直接送付 し,そ こに質問フォー

ムが設置 してあるURLを 指示する。質問フォームのページを訪れた回答者がウェブ上で回

答すると,そ の結果が電子メールによって集計者 に転送される。ここ数回の回答率は10-

20%程 度であり,通 常の社会的調査の範躊では,母 集団の性質の推定には利用できない水

準の ものである。

しか しながら,イ ンターネットを利用 した調査 は非常にコス トが低 く,ま たウェブによ



る質問フォームは,CGIやServer-Sideプ ログラミングによって,誤 回答,誤 記入の制御や

その他のインタラクティブなコントロール等,従 来の単なる質問紙 をこえた可能性 を包含

してお り,そ の制約 を意識 しつつ活用の可能性を探 ることが重要だと考えられる。
一方
,文 部科学省が毎年実施 している全国の公立学校に対する悉皆調査 「学校における

情報教育の実態等に関する調査」では,平 成8年 度 よりインターネッ トに関する調査項目

を導入 している[4]。 当初は,「公立学校のインターネッ ト接続状況」 とい う1項 目だけ

であったが,そ の後次第に調査項目は増加 し,回 答方法 も調査紙からウェブベースの もの

へ と変化 してきた。平成12年 度(平 成13年3月31日 時点)の 調査[5]で は,イ ンターネッ

トの環境や利用 に関わるものが14項 目あり,そ の結果 もウェブ上で公表 されている。 さら

に,都 道府県別のデータも一部公表 されるようになっている(な お,イ ンターネッ トの最

先進利用地域の1つ であるアメリカ合衆国におけるインターネットの学校教育における利

用は,全 米教育統計セ ンターのAnnualReportで 報告 されている[6])。

そこで,調 査時点がほぼ等 しい2001年3月 における文部科学省の調査 と我々の調査 を詳

細に比較検討することによって,イ ンターネットに接続 された学校とその中で もホームペ

ージを公開 している学校 の問における環境や利用状況の違いを明 らかにし,電 子 メールと

ウェブを用いた任意調査 の適応範囲がどの程度のものであるかを検証する。 また,今 回の

調査から,現 時点における日本のインターネッ トの教育利用の課題 を検討する。

皿2001年3月 の調 査

今 回報告 す る調査 は2001年3月23日 ～4月27日 に 実施 され た。 この調査 の対 象は,2001年

2月17日 版 の 「イ ンターネ ッ トと教 育」 に記載 され てい る学校(高 等 学校,中 学校,小 学

校,特 殊教 育諸学校)の リス トに基 づ いてい る。初等 中等教育 に 関わる国 内の学校 ウェブ

ペ ージの リス トを作成 してい る リンク集 は多数 あるが,そ の うち最 も網羅的 な もの として,

SCHOOL-NAVIとED-Newsが あ げ られ る[7]。 我 々は,こ れ らの リンク集お よびYahoo!

Japan等 の デ ィレク トリサ ー ビス,教 育委 員会 や教 育 セ ンター に よる地域 の学校 リス ト,

さ らに独 自調査 を加 えて,公 開 されて いる 日本 の学 校 のウェブペ ージ情 報 を収 集 している。

学校 ウ ェブペ ー ジ開設数 は,図1の ように増 加 を続 け,2000年 度 には平均74校/週 の割 合 で

増加 してい る。

図1ホ ームページを公開 してい る学校数の推移



次 に,「 イ ンターネ ッ トと教育」 におけ る学校 のURLリ ス トを対 象 と し,wgetを 用 いて

各学 校 に対 して トップペー ジか ら2階 層 までの ウェ ブペ ー ジ(HTMLフ ァ イル)を 取 得す

る。その デー タ量 は384MB(高 等 学校144MB,中 学 校89MB,小 学 校142MB,特 殊 教 育諸

学校9MB)で あ った。 これ か ら,perlscriptに よ って メール ア ドレス を取 り出 した もの を1

次 デー タとす る。 これ を目視 でチ ェ ックす るが,1つ の学校 に対 して複 数の ア ドレスがあ

る場合 は,も との学校の ウ ェブペ ージ を参照 し適 当な もの を1つ だけ選択 す る。

こう して得 られ た学校 の ウ ェブペ ー ジ管理 者/担 当者 宛 の メー ル ア ドレス リス トに対

し,SMTPサ ーバ と してpostfixを 用 い て地 域や校 種別 に100校 単 位 で メール を送信 す る。 こ

の メー ルには調 査の趣 旨を記載 した依頼 文のみ を提 示 し,そ の 中で調査 票 フ ォームの所在

URLを 示 してい る。 なお,今 回の調査 項 目等 につ いては資料Aに 示 している。

表1学 校の公開ホームページ数 と電子 メールア ドレス数 ・記載率

*平 成12年度文部科学省 「学校基本調査」より

**平 成12年度文部科学省 「学校における情報教育の実態等に関する調査結果」より

さて,表1に は全国の公開された学校のホームページ数や電子メールア ドレス数などを

学校種類別に示 している。文部科学省の 「学校における情報教育の実態等 に関する調査」

は国内の公立学校 を対象 としているが,我 々の調査は私立学校 をも含めた ものになってい

る。我々の調査では不明であるインターネット接続率に関 してまで(項 目AとB)は 文部

科学省の調査結果 を示 しているが,項 目C以 降は今回の我々のアンケー ト調査の際に得 ら

れたデータである。

さて,2001年2月 の時点でホームページを公 開している学校が全国の総学校数の28.1%と

なっている。これは昨年度の19.9%(高 等学校50.8%,中 学校19.5%,小 学校12.8%,特 殊

教育諸学校28.1%)に 比べ10%近 く上昇 していることになる。一方,電 子メールア ドレス

の記載率は昨年の74%か ら6%程 度低下 している。小学校や特殊教育諸学校に比較 して,高

等学校や中学校のメールア ドレス記載率が有為に低いことが注 目される。これはインター

ネットを使った交流や共同学習への取 り組みと相関があるのか もしれない。最終的なアン

ケー ト回答率は13%弱 であり,前 回の15%か ら微減の傾向を示 した。



図2ア ンケー ト回収数の時間的経過

図2に は今回及び前回のアンケー ト回収数の時間的経過 を示 した。縦軸に回収数,横 軸

に開始からの経過 日数 をとり,■ が今年度,○ が前年度を表 している。今回 と前回の調査

で回答者の集合は同一ではないが,こ れらはともに非常によく似た傾向 をみせている。 こ

のアンケー ト回収には4週 間程度の時間を要 した。最初の依頼 メールの直後の1日 で最終集

計数の35%,1週 間で60%,2週 間で約2/3が 回収 された。2週 間後 には第2回 の依頼メール

を既回答者のア ドレス以外に対 して再発送 している。この直後には通算 して最終集計数の

80%強 のデータが回収 され,約4週 間で回収を完了 した。

ア ドレスの誤記やメールサーバのダウ ン等 によって記載 メールア ドレスの約7%が 無効

であった。なお,各 回のメールの発送はネットワーク ・トラフィックなどを考慮 して深夜

に実施 している。土 日や祝 日は回収数が落ち込 んでしまうので,発 送 日の選択には気をつ

ける必要がある。また,今 回の調査は年度末から年度始をまたいで しまい,学 校業務の繁

忙期を避ける等の配慮 も重要になっている。文部科学省以外の一般の研究機関や調査機関

などによる調査 もこの時期 に集中 し,学 校現場への負荷は大 き くなっている。今後,結 果

の公開や事前予告等により調査や調査項 目の重複 を避ける努力が必要だと考えられる。

皿 文部科学省の調査との比較

文部科学省は昭和62年 か ら学校 における情報教育の実態等 に関する調査を行 っている。

平成13年3月31日 現在の調査では,イ ンター ネットに関連 した項 目として次のようなもの

が取 り上げられている,(1)ネ ットワーク対応状況(設 置場所別台数) ,(2)学 校の接続

数 ・接続率,(3)ガ イ ドラインがある学校数,(4)ホ ームページがある学校数,(5)学 校

のインターネット接続先,(6)月 平均のインターネッ ト利用時間,(7)有 害情報への対応

方法等,(8)学 校特別料金の利用状況,(9)電 子 メールア ドレスの付与状況,(10)電 話

回線保有状況等,(11)回 線種類別接続状況,(12)回 線速度別接続状況,(13)イ ンター

ネ ットを利用 したことがある教員数,(14)イ ンターネッ トを利用 して授業 を行ったこと

がある教員数。

我々の調査(A)と 文部科学省(B)の 調査の違いは大 きく次の3点 にある。対象が私

立学校 を含む(A)か 公立学校のみ(B)か ,対 象がウェブとメールア ドレスを公開 して



いる学校か(A)全 学校(B)か,サ ンプリングを伴 わない任意調査(A)か 悉皆調査(B)

か。

そ こで,両 者の調査項目において一定の対応が認め られるものに関 して,我 々の調査結

果 と文部科学省の調査結果にそれぞれ必要な処理を施 した上で比較する。質問項 目の性質

によっては正確 な対応が難 しいものもあるが,参 考のために示 している。なお ,あ くまで

も前記の3点 の違いがあることに留意 しなければならない。

表2イ ンターネット接続形態 と接続端末数 ・接続教室数

Aは 我々の今回報告する調査,Bは 文部科学省の平成13年3月 の調査
*設 置場所別のインターネットに接続 している台数の合計を接続された学校数で割ったもの

**LAN接 続 している教室から授業で使用する教室のみ合計し
,(イ ンターネット接続台数/LAN接 続

台数)を かけて補正 したものを接続された学校数で割ったもの

表2に はインターネ ットの接続環境を示 している。文部科学省調査に くらべ我 々の調査

では,全 体 としてダイアルア ップが20%程 度少 な く,常 時接続が15%多 くなってい る。

我々のサ ンプルはインターネ ットの外部接続環境 に関しては環境の整っている集団をみて

いることになるのかもしれない。一方平均の接続端末数では両者の結果がほぼ一致 してい

る。 また,平 均の接続教室数も全体 としてみると,両 者の結果はほぼ整合 している。ただ

し,そ の内訳 をみると高等学校において著 しい傾向の違いがみられた。我々の調査では前

回 も高等学校の接続教室数が全体から見 ると相対的に少 ない とい う結果が得 られてお り,

文部科学省調査 とは異 なった振る舞いを示 している。質問の表現や,比 較のためのデー タ

処理の任意性 もあるので,そ の原因については引 き続 き検討が必要である。

表3に は学校におけるウェブとメールの利用状況を示 した。ウェブページの開設率 はほ

ぼ一致 した結果を示 しているが,学 校の電子メールア ドレスに関しては,我 々の調査(A)

ではウェブページ上に公開されている記載率 を集計 しているのに対 し,文 部科学省の調査

(B)で は付与率 を示 しているため前者 は68%,後 者 は94%と 大 きな違いをみせ ている。

また,教 師のメールア ドレスの付与率を求めるため,我 々のデータの場合は学校 として

メールア ドレスが0件 または1件 発行 されたもの以外 を計数 した。 また,文 部科学省の調査

では全員に付与 と一部付与が分けて集計されているが,こ れを合計 したものを接続 された

学校数で割って付与率 とした。その結果,教 師のメールア ドレス付与率は,我 々の調査



(A)で は52%,文 部 科学 省 の調 査(B)で は32%と,両 者 の 間 に20%の 違 いが 見 られ る。

また,児 童生 徒へ の メールア ドレス付与 率 は,我 々の調査(A)で は27%,文 部 科 学省 の

調査(B)で は14%と,こ れ も2倍 程度 の差 がみ られ た。

表3学 校 におけるウェブとメールの利用状況

Aは 我々の今回報告する調査,Bは 文部科学省の平成13年3月 の調査
*Aに 関しては表1の 開設率をインターネット接続率で割って接続校が基準 となるように換算した。
**Aに 関しては今回の調査校における割合

,Bに 関してはインターネット接続校における割合

表4学 校教員のインターネッ トの利用状況

Aは 我々の今回報告する調査,Bは 文部科学省の平成13年3月 の調査

最後に,学 校教員のインターネット利用状況を表4で 比較する。これに関 しては,我 々

の質問項 目の表現 と,文 部科学省の調査の質問項 目の表現がかなり異なっているために,

必ず しも同じものを見ていることにはならない と思われる。すなわち,前 者では 「学校で

インターネッ トを利用 している人」 を,後 者では 「インターネッ トを利用 したことがある

人」を尋ねている。この結果,学 校で利用 している(35%)に 対 して,利 用 したことがあ

る(74%)は2倍 以上のひらきを示 している。

しか しながら,も う一つの質問項 目はともにインターネッ トを授業で利用 または活用 し

ているか どうか と共通 してお り,こ れは,28%と23%と ほぼ同程度の値を示 している。ま

た,小 学校,中 学校,高 等学校 と学年が進むごとにインターネットを利用 した授業を行 う

教師の割合が減少 している傾向 も両方の調査で共通にみることがで きる。
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】.Vイ ンターネッ トの教育利用における課題

さて,今 回の調査か らインターネットの教育利用における課題を検討する。前節でみた

ように,調 査対象となっているのはホームページを公開 している学校であ り,接 続環境な

どの設備的には平均的な学校 と大差はないが,メ ールアドレスの配付状況や実際の活用の

進展 に関 しては上位 に位置する集団をみていると考 えられる。ここでは,7項 目にわたっ

て課題 を概観する。その詳細は資料Bに 示 している。

まず,表B-1で は設備的な問題点 を尋ねた結果を示 した。多いものか ら順 に,校 内ネ ッ

トワー クが未整備(44。3%),回 線容量の不 足(31.4%),シ ステム保 守運営費用不足

(26.5%)と なっている。ただし,小 学校では端末数の不足(31.3%)が2位 に入っているこ

とに注意 したい。

次 に,表B-2で はインターネッ ト上で不足 している学習 ・教育情報 を尋ねている。学習

素材(画 像 ・統計資料)(48.2%),実 践事例報告 ・学習指導案(39.7%),教 育用ソフトウ

ェア(28.3%)と な り,前 年 と首位 ,第2位 が逆転 している。 また,小 学校では,国 内 ・

国際交流先紹介(28.3%)が3位 となっている。この項目も数回継続 して尋ねてきたが,今

回はじめて学習素材が トップとなってお り,イ ンターネッ トの授業における活用が方法的

模索の段階から,実 践段階に入 りつつあると考えることができる。

さて,表B-3で はWWWで 教育 ・学習情報 を利用する場合 に困 っている点 を尋ねた。過

剰な情報か らの取捨選択が困難(50.2%),情 報の表現が子ども向けでない(41.2%),必 要

な情報が見つからない(28.2%)の 順で指摘 されている。「情報の信頼性に不安がある」や 「

児童生徒に不適切な情報を排除できない」は,高 等学校で各々37%,中 学校では各々33%

となって並んでいる。.

表B-4に は,校 内や地域のみに公開 したページの開設状況 をまとめている。児童や生徒

のプライバ シーの問題や安全性の問題 を考えた場合,一 般公開のページに加 えて,様 々な

階層で一定の範囲の公開するページをうまく組み合わせて利用することが有効 になると考

えられる。一般 に公開 されたページのみを持つ学校は全体の72.0%で あ り,何 等 かの形で

あるコミュニティに限定 されて公開されたページを持つ学校 はのべで41.6%に なる。その

うち,最 も多いのは学校内のみに公開されたページ を持つ(19.8%)で あり,次 に,自 治

体内の教育機関のみに公開(7.9%)が 続いている。

さて,表B-5に はインターネ ットをコ ミュニケーションのためのメディアとして活用す

る場合の指標の1つ である交流 ・共同学習の経験 を1項 目選択で尋ねた。経験 なしが53.8%

であ り,国 内のクラス ・学校(16.3%)や 地域のクラス ・学校(9.5%)が これに続 く。未

経験の層の割創 まここ何 回かの調査でもほぼ一定 となっている。

それでは,交 流 ・共同学習を実施す る際の問題点は何 であろうか。表B-6で はこれを尋

ねた結果を示 している。多いものから順 に,準 備や相手との調整に手間がかかる(48.8%),

メールアカウントが不足 している(31.8%),交 流 ・共同学習の相手がない(23.3%)と な

っている。

最後に,イ ンターネッ トの教育利用の前提 となる,学 校 におけるインターネット運用 に

おける課題 を質問 している。この結果 をまとめた ものが,表B-7で ある。スタッフやノウ

ハ ウの不足(78 .3%)が 群を抜いて多い ことが示される。 また,児 童生徒のプライバシー

の保護(38.8%)や 利用する情報の著作権の扱い(28.2%)な どが,こ れに続いている。
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Vま とめ

インターネッ トの教育利用 の現状 に関する我々の調査 と文部科学省 の調査 を比較 し,

我々の調査の妥当性 について検討 した。 もっとも大 きなポイン トはインターネットに接続

している学校でかつホームページを公開 しているという条件がどう影響 しているかとい う

ことだあると考 えられる。両者の比較から,イ ンターネットの接続環境に関 しては,回 線

種別(ダ イアルアップか常時接続)を 除き,接 続端末数や接続教室数などについて全体 と

してほぼ両者は同じような結果 を与えている。

これに対 して,実 際の運用環境,例 えば学校 におけるメールア ドレスの付与率は校種別

の傾向は一致 しているものの,ウ ェブページを公開 している学校群のほうがメールア ドレ

スの付与率が高 くなっているといえよう。 また,学 校教員がインターネットを授業で活用

しているか どうかに関 しては我々の調査 と文部科学省の調査が全体 として同様の結果が示

されている。

インターネッ トでホームページを公開 している学校は年間3500校 か ら4000校 のペースで

増加 してお り,こ のまま推移すればあ と数年で100%に 達すると予想 される。この段階で

ようや くインターネッ トを利用 した任意調査の対象 となる集団が悉皆調査 の対象と一致

し,任 意調査の妥当性 に絞ったが議論で きるが,現 状では不確定要素が大 きく必ず しも十

分明確な結論 を導 くことができなかった。ただ,項 目によっては悉皆調査 と同様の結果を

得 られるもの と,そ うではな くて,イ ンターネッ ト活用状況の特徴が反映される もの2つ

のグループが存在 していることが うかがえ,今 後 さらに引 き続いて詳細 な検討が必要であ

る。

また,イ ンターネットの教育利用の現状 における課題 に関しては,ほ ぼ前回の調査 と同

じ傾向がみられた。学校におけるインターネット環境整備は問題点を抱えながらも着実に

進んでおり,さ まざまな先進的な実践の取 り組みもみられるが,一 方 において,普 通の学

校で,授 業 において日常的な活用 をすすめるためには全体 としてまだ多 くの障壁が存在 し

ている。

謝辞

たいへんお忙 しい中をア ンケー トの回答にご協力下さった全国の学校の先生方,ま た日

頃か らメーリングリス トその他で議論いただいた方々に深 く感謝いた します。

資料Aイ ンターネットの教育利用の現状に関する調査票

WWWの フ ォーム として提 示 した調 査票 の本文(http:〃www .osaka-

kyoiku.ac.jp/educ/query.htm1参 照)を 以下 に示す。 回答 され た フォームは,集 計者 に メール

で転送 され るよ う設 定 した。 なお,回 答 者の 内訳 は以下 の とお りであ る。

●年齢:～25才(1.6%),～30才(9.6%),～35才(13.6%),～40才(26.9%),～45才

(26.3%),
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～50才(11 .8%),～55才(7.0%),56才 ～(2.0%)

● 所 属:小 学 校 教 員(41.6%),中 学 校 教 員(21.3%),高 等 学 校 教 員(28.0%),盲 ・聾 ・養

護 学 校

教 員(4.8%),児 童 ・生 徒 ・学 生(0.o%),PTA・ 学 校 関 係 者(0.6%),そ の 他 ・無 回

答(2.3%)

● 教 科:理 科(22.8%),算 数 ・数 学(19,3%),社 会(14.8%),技 術 ・家 庭(5.2%),国 語

(5.0%),

工 業 系(4.6%),英 語(4.1%),保 健 体 育(3.5%),音 楽(3.4%),商 業 系(2 .8%),

図 工 ・美 術(2.3%),農 業 系(0.9%),そ の 他 ・無 回 答(.1.)

[A]学 校 のWWWペ ー ジ及び設備

A-1学 校 の所在地(都 道府県),校 種 を選 んで くだ さい。

(都 道府 県名 リス ト 省略),高 等学校 中学校 小学校 盲 ・聾 ・養護i学校 その他

複数 の校 種 に またが るペ ー ジを管 理 され てい る場 合 は,最 も関係 の深 い もの を1つ 選 ん

で くだ さい。

A-2学 校 の規模 を児童 ・生徒数 でお答 え くだ さい。

1)1～2)50～3)100～4)!50～5)200～6)250～7)300～

8)400-9)500-10)600--11)700--12)800-13)900-14)1000-

15)1100～16)1200～17)1300～18)1400～19)1500～

A-3あ な たの 学校 はイ ンター ネ ッ トに何 らか の形 で 接 続 されてい ますか。

次 の 中か ら最 も当 ては まる もの を1つ 選 んで下 さい。

1)学 校 は イン ター ネ ッ トに接続 され てい ない2)公 衆 回線(ダ イヤル ア ップ,ア ナ

ログ)で 接 続3)公 衆 回線(ダ イヤ ル ア ップ,ISDN)で 接 続4)専 用 回線(デ

ジ タル64kbps-192kbps,INS64,0CNエ コ ノ ミー な ど)で 常 時接 続5)高 速専 用 回線

(256kbps-1.5Mbps以 上,デ ジ タル専用線,CATV,ADSLな ど)で 常時接 続6)そ の他

(具 体的 に)

A-3で1)を 選 択 された方 は,Bに 移動 して くだ さい。

A-4あ な たの 学校 には イ ンターネ ッ トに接 続 され ているパ ー ソナル コ ンピュー タが

何台 あ りますか。

0)0台1)1台2)～3台3)～5台4)～10台

5)～20台6)～30台7)`～40台8)～50台9)～100台10>そ の 他(具 体

的な数)

A-5あ な たの 学校 にはイ ンターネ ッ トを授 業で利用 で きる教室が 何 室 あ りますか。

(普 通教 室 ・特別 教室 ・図書室 ・コ ンピュー タ教室 ・オープ ンスペー スな ど。職

員室 は除 く)

0)0室1)1室2)2室3)3室4)4室

5)5室6)6室7)7室8)8室9)9室10)そ の他(具 体的な数)

A-6あ なたの 学校 でインターネッ トを利用する場合に,設 備などの面で

特 に障害になっていることはなんですか。主なものを2つ 選んで下さい。

1)保 守運営費用が不足 し,シ ステムの維持(障 害対応,シ ステム更新)が 十分できな

い2)回 線接続費用が不足 し,回 線容量(ア クセス速度)が 不十分である3)校 内

ネッ トワークが未整備で,利 用できる場所が限定 されている4)イ ンターネットに接

続できるコンピュータの数が不足 している5)イ ンターネットに接続で きるコンピュ
ータが古 く機能が不十分である6)ソ フ トウェアの種類,ラ イセ ンス数や機能などが

不十分である7)サ ーバが校内にないため,ホ ームページ,メ ール,掲 示板 などの運

用が容易でない8)そ の他(具 体的に)
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[B]教 育 ・学習情報(リ ソース)

B-1イ ンターネット上で不足 していると思われる教育 ・学習情報は何ですか。

主なものを2つ 選んで下さい。

1)共 同学習企画 ・催物案内2)国 内 ・国際交流先紹介3)実 践事例報告 ・学習指

導案4)図 書館 ・美術館 ・博物館情報5)学 習素材(画 像 ・統計資料)6)電 子教

科書 ・参考書7)教 育用 ソフ トウェア8)そ の他(具 体的に)

B-2WWWで 教育 ・学習情報を利用する場合,ど んな点 に困難 を感 じますか。

主なものを2つ 選んで下さい。

1)必 要な教育用の情報が存在 しない2)過 剰 な情報からの取捨選択が困難である3)

情報の表現が子 ども向けでない4)情 報が外国語のままである5)情 報の信頼性 に

不安がある6)児 童生徒に不適切 な情報を排除で きない7)教 育効果が うまく評価

できない8)そ の他(具 体的に)

B-3校 内や地域などだけに 限定 して公開 しているWWWの ページはあ りますか。

あてはまるものを すべて 選んでください。

1)一 般に公開されたページのみである2)広 域のプロジェク ト参加校のみに公開さ

れたページがある3)国 内外の交流対象校のみに公開されたページがある4)教 育

委員会や 自治体内の学校のみに公開されたページがある5)自 校の関係者 と保護者の

みに公開されたページがある6)学 校内のみに公開されたページがある7)学 年や

学級内のみに公開されたページがある8)そ の他(具 体的に)

B-3で1)を 選択 された方は,Cに 移動 して ください。

B-4B-3の ようにアクセス制限 したページでは どのような情報 を公 開 してい ます

か。

主なものを2つ 選んで下さい。

1)児 童生徒の個人プロフィル2)児 童生徒の製作 した作 品3)教 師の個人プロフィ

ル4)授 業実践などの記録5)自 らが作成 した教材や素材6)外 部からダウンロー

ドした教材や素材7)掲 示板やチャット8)そ の他(具 体的に)

[C]交 流 ・共 同学習(メ デ ィア)

C-1イ ン ターネ ッ トを用 いた,交 流 ・共 同学 習 を行 った こ とがあ りますか。

主 な もの を2つ 選 んで下 さい。

1)な し2)校 内 の クラス,学 年 間で3)地 域(同 じ自治体)の クラス ・学校 と4)

地 域 の学校外 の人 々(社 会 人,学 生 な ど)と5)国 内(県 外)の クラス ・学校 と6)

国 内の学校 外の 人々 と7)海 外 の学校 や人 々 と8)そ の他(具 体 的 に)

C-2あ な たの学校 で は,教 職員 にメー ルアカ ウン トがい くつ発 行 されてい ますか。

発 行数 を以下 か ら選 んで くだ さい(グ ル ープ アカ ウン トも1つ と し,私 的 に持 っ

てい る もの は含 め ません)

1)02)13)～34)～55)～106)～157)～20

8)～259)～3010)～3511)～4012)41～13)そ の 他(具 体 的に)

C-3あ な たの学校 では,児 童 ・生徒 にメールア カウ ン トが い くつ発行 され てい ます か。

発行 数 を以下 か ら選 んで くだ さい(グ ル ープ アカ ウン トも1つ と し,私 的 に持 っ

てい る ものは含 め ません)

1)02)13)～54)～105)～206)～307)～40

8)～509)～10010)～20011)～30012)301～13)そ の 他(具 体 的

に)

C-4電 子 メール,電 子 掲示板,チ ャ ッ トな どに よる交 流 ・共 同学習 を進 める際 に何 が
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障害 となりますか。

主なものを2つ 選んで下さい。

1)メ ールアカウン トが不足 している2)掲 示板やチャッ トが設定できない3)交

流 ・共同学習の相手が見つからない4)言 葉 ・習慣 ・時間の壁がある4)意 思疎通

がで きず,交 流が長続きしない5)準 備や相手 との調整などに手間がかかる6)適

切なテーマが見つからない7)教 育効果が うまく評価で きない8)そ の他(具 体的

に)

[D]運 用体制

D-1イ ンターネッ トの運用上で,あ なたの学校で最 も問題になっていることはなんで

すか。

主なものを2つ 選んで下さい。

1)運 用 ・支援スタッフやノウハ ウの不足2)外 部からのアタックやウィルスの感染

3)不 要なメールやいやが らせが頻繁に くる4)利 用する情報の著作権の扱 いの問題

5)児 童生徒のプライバシーの保護6)児 童生徒によるいたず らや外部への不正行

為7)外 部の掲示板での学校への誹読 中傷や内部情報の流出8)そ の他(具 体的に)

D-2あ なたの学校の教員のうち,学 校で インターネ ットを利用 している人は何割程

度で しょう。

1)0～2割 程度2)2～4割 程度3)4～6割 程度4)6～8割 程度5)8～10割 程度

D-3あ なたの学校の教員のうち,授 業の中でインターネッ トを活用 している人は何割

程度で しょう。

1)0～2割 程度2)2～4割 程度3)4～6割 程度4)6～8割 程度5)8～10割 程度

[E]回 答 者

次 の中か ら最 もよ く当て はまる番号 をそれぞ れ1つ 選 んで 下 さい。

E-1年 齢

1)～25才2)～30才3)～35才4)～40才5)～45才6)～50才

7)～55才8)56才 ～

E-2所 属

1)小 学 校教 員2)中 学校教 員3)高 等 学校教員4)盲 ・聾 ・養 護学校教 員

5)学 生,生 徒,児 童6)PTA,学 校 関係者7)そ の他(具 体的 に)

E-3担 当 の(ま たは関心 のあ る)教 科

1)国 語2)社 会3)算 数/数 学4)理 科5)音 楽6)図 画 工作/美 術

7)保 健 体育8)技 術 ・家庭9)英 語10)農 林 水産系11)工 業 系

12)商 業 系13)そ の他(具 体 的 に)

Fご 意見,ご 感想などがありましたら自由にお書き下 さい。
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表B-1学 校の設備等における問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

設備等の問題

校内ネットワークが未整備

回線容量の不足

システム保守運営費用不足

接続端末数の不足

ソフトウェアが不十分

接続端末機能不足

サーバが校内未設置

その他

合 計

表B-2不 足 している教育 ・学習情報(2項 目選択,計200%で 表示)

不足している教育・学習情報

学習素材(画 像・統計資料)

実践事例報告・学習指導案

教育用ソフトウェア

電子教科書・参考書

国内・国際交流先紹介

共同学習 ・催し物案内

図書館 ・美術館・樽物館情報

その他

合 計

表B-3情 報受信時の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

情報受信時の問題点

過剰な情報からの取捨選択が困難

情報の表現が子ども向けでない

必要な情報が見つからない

情報の信頼性に不安がある

不適切な情報を排除できない

教育効果がうまく評価できない

情報が外国語のままである

その他

合 計



表B-4校 内や地域のみに公開 したページ(任 意項 目選択)

情報発信時の問題点

一般に公開されたべ一ジのみ

学校内のみに公開されたページ

自治体内の教育機関のみに公開

広域プロジェクト校のみに公開

学年や学級内のみに公開

自校関係者と保護者のみに公開

国内外の交流対象校のみに公開

その他

合 計

表B-5交 流 ・共同学習の経験(1項 目選択)

交流 ・共同学習の経験

経験なし

国内のクラス ・学校

地域のクラス・学校

海外の学校や人々

校内のクラス,学 年間

国内の学校外の人々

地域の学校外の人々

その他

合 計

表B-6交 流 ・共同学習の問題点(2項 目選択,計200%で 表 示)

交流 ・共 同学習 の問題

華備や相手との調整に手M

メールアカウントが不足

交流 ・共同学習の相手がない

適切なテーマが見つからない

隅示板やチャットが設定できなし

敦育効果がうまく評価できない

雪語 ・習慣 ・時差などの壁

その他

合 計

表B-7運 用 上の問題点(2項 目選択,計200%で 表示)

交流 ・共 同学習の問題

スタッフやノウハウの不足

児童生徒のプライバシーの保護

利用する情報の著作権の扱い

外部からのアタックやウィルス

いたずらや外部への不正行為

不要なメールやいやがらせ

誹請中傷や内部情報の流出

その他

合 計
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The Validity of an Electronic Survey on the Internet Use in  K-12 Education

KOSHIGIRI Kunio

Division of Science Education, Osaka Kyoiku University, Kashiwara, Osaka, 582-8582, Japan

 We have been surveying the Internet use of K-12 education in Japan for these seven years. The 

survey is perfomed by the use of electronic methods such as the Internet search-engine , e-mail and 
web cgi-form. However, the object of this survey is limited to the schools which has an open web 

site and moreover it is not compulsory, the interpretation of the results was not well understood. 

 Monbu-Kagaku-sho (The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology) has 

been surveying the "Status of the ICT education in Japan" from 1987, and they have started to 

include the detailed query terms on the Internet use from 2001. There are 14 terms concerning the 

Internet use in schools and the part of the query terms are overlapping with those of our survey . 
 Therefore, we compare these two surveys and investigate the validity and appliable range of our 

electronic survey. We found that there are two groups of query terms , one is that the two survey 
coincides and the other is that the schools which has open web page are active on the Internet use in 

school education. 

 We have also examined the present status of the Internet use in K-12 education in Japan and found 

that there are problems in promoting ICT application in education , althouth the IT equipments and 
network environmental conditon is greatly reformed.

Key Words: Internet, K-12, web, mail, survey


